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要旨：コンクリートが高温に曝される際の爆裂現象のメカニズムおよびその評価方法について検討を行った。

鋼製拘束リングにコンクリートを充填した供試体をＲＡＢＴ加熱曲線で１面加熱試験を実施し，加熱中の熱

応力，水蒸気圧の測定および爆裂現象の観察を実施した。本法により加熱を受けるコンクリートの熱応力が

測定可能であり，爆裂発生時点での熱応力は水蒸気圧より卓越していることが確認された。また，推定した

最大熱応力はコンクリートの推定残存強度と同等の値を示し，圧壊による爆裂の可能性が確認された。加熱

後の爆裂深さおよび残存強度特性の評価や加熱劣化状況の観察も実施し，評価方法に関する課題を抽出した。 
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1. はじめに 

コンクリートは火災などで急激に高温に曝された場

合に爆裂現象が生じることがあり，高強度，高含水な

ほど発生しやすいと言われている
1)。また，この爆裂

現象の発生原因として，コンクリート中の水蒸気圧，

熱膨張の拘束応力や温度分布に起因する熱応力が影響

していると報告されている
1)。しかし既往の文献では，

水蒸気圧測定結果から爆裂現象を評価している例は多

数報告されているが
2),3)

，熱応力測定結果と併せて爆

裂現象を評価した報告例は少ない。 

そこで筆者らは，水蒸気圧の測定に加え，熱応力を

測定し，爆裂現象の発生原因とされている両要因から

そのメカニズムを検証することを目的に，拘束リング

を用いて熱応力を発生させ，その熱応力を測定して爆

裂現象を評価する拘束リング試験法に関する研究を進

め，その結果の概要を報告している
4),5)

。 

本報では，拘束リングの試験の結果を加熱後のコン

クリートの劣化状況の評価も含めて詳細に報告する。 

 

2. 拘束リング試験による熱応力評価方法 

2.1 熱応力測定方法の概要 

図－1 に熱応力測定方法の概要図を示す。コンクリ

ートが充填された 2 段重ねの鋼製拘束リング供試体の

リング表面にひずみゲージと熱電対を設置して供試体

とする。本供試体の下面コンクリート部の１面を加熱

することでコンクリートの熱膨張が拘束リングにより

拘束され，コンクリートに熱応力が発生する。この熱

応力は，拘束リングがコンクリートを拘束する応力と

して，拘束リングのひずみ値から内圧を受ける円筒モ

デルに基づき算出することが可能である。 
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図－1 熱応力測定方法の概要図 
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σrestrain ：拘束応力 εz ：軸方向ひずみ

σexpand ：熱膨張圧 ｔ ：リング肉厚 
σvapor ：水蒸気圧 E ：リング材ヤング係数

σthermal ：熱応力 ν ：リング材ポアソン比

εθ ：円周方向ひずみ R ：リング内径 
 

2.2 円筒モデル 

円筒モデルでは，厚肉の円筒については式(1)，薄肉

の円筒については式(2)が成立し，膨張セメントや静的

破砕剤の膨張圧測定に厚肉円筒モデル
6),7)

，膨張コン

クリートの膨張圧測定に薄肉円筒モデル
8)
の適用例が

報告されている。何れの報告も円筒表面に生じるひず

みを平面応力状態として円周方向ひずみだけでなく軸

方向ひずみも付加して膨張圧を求めている。 
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2.3 軸方向ひずみ 

円筒モデルでは，円筒に生じる内圧は等分布である

が，本試験法では軸方向に温度勾配が生じるため，圧

力勾配や内部拘束など軸方向の挙動を考慮する必要が

ある。しかし，本報では加熱時のコンクリートの熱応

力を測定し，水蒸気圧や爆裂現象との関係を把握する

簡易法の検討と位置付け，水平方向の挙動のみで熱応

力を評価することを試みることとした。 

なお，本供試体はリングの肉厚が内径に対し十分に

薄いため薄肉円筒モデルを適用し，熱応力は過小評価

となるが軸方向ひずみの影響を考慮しない式(3)を用

いて熱応力を算出することとした。 

また本報では，式(4)に示す通りコンクリートの膨張

圧を熱応力と水蒸気圧の合力として，拘束リングによ

る拘束応力と等しいとし，拘束応力と水蒸気圧を測定

することで熱応力を算出することとした。 

 

3. 加熱試験概要 

3.1 供試体 

図－2 に供試体の概要を示す。拘束リングの内部に

蒸気圧測定用のステンレスパイプ（外径 5mm，内径

2mm）を 2 箇所，温度測定用の熱電対を 6 箇所に設置

し，コンクリートを充填して供試体とした。供試体仕

様の詳細を以下に示す。なお，供試体数は 2 体とした。 

(1) 拘束リング 

外径 300×高さ 50×肉厚 8mm の鋼製リングを 2 段

重ねにして，外径 300×高さ 100×肉厚 8mm の拘束リ

ングとした。 

(2) コンクリート 

充填したコンクリートの配合を表－1 に示す。また，

加熱試験時（材齢約 2 ヶ月）の強度特性および含水率

を表－2 に示す。なお，供試体の養生は，試験に供す

るまで 20℃の封緘養生とした。 

3.2 加熱条件 

加熱条件はコンクリートの爆裂現象に大きく影響す

るが，本研究では急速加熱条件での性状を評価するた

め，我国の土木分野のトンネル構造物の耐火性評価に

一般的に適用されている RABT 加熱曲線（5 分間で

1200℃昇温，1200℃を 30 分まで保持，その後 110 分間

で常温まで徐冷）を採用した。 

3.3 測定項目 

(1) 供試体温度 

供試体の各部温度は，K 型熱電対をコンクリート内

部および拘束リング外周面に設置して計測した。なお，

測定位置は加熱面から 5,10,20,30,40,50mm のコンクリ

ート内部と加熱面から 25,75mm の上段，下段リングそ

れぞれの中心位置の拘束リング外周側面部とした。 
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図－２ 供試体概要図 

 

(2) 水蒸気圧 

コンクリート内部の水蒸気圧はコンクリート内部に

設置したステンレスパイプにジャッキオイルを充填し

た後，圧力センサー（許容値：10MPa）を接続して測

定を行った。なお，測定位置は加熱面から 10mm と

20mm の 2 箇所とした。 

(3) 拘束リングのひずみ 

コンクリートの熱応力を算出するため，拘束リング

に自己温度補償型ひずみゲージを設置し，拘束リング

のひずみを測定した。測定位置は加熱面から 25,75mm

の上段，下段リングそれぞれの中心位置とした。 

(4) 供試体水平変位 

加熱試験中の供試体の外径寸法の変化を測定するた

め，供試体水平変位を変位計（感度：1000μ/mm）に

て測定した。なお，測定位置は加熱面から 25,75mm 位

置の上段，下段リングそれぞれの中心位置とした。 

(5) 供試体垂直変位 

加熱試験中の供試体の垂直方向の変形を把握するた

め，供試体垂直変位を変位計にて測定した。なお，測

定位置は，供試体上面（非加熱面）の中心を通る直線

上に 3 点（中心および両端部付近）とした。 

表－1 コンクリートの配合（kg／m3） 

表－2 コンクリートの強度特性および含水率 

圧縮強度
(MPa) 

静弾性係数
(GPa) 

引張強度 
(MPa) 

含水率 
(%) 

90 42 5.5 3.1

W/C 水 セメント 細骨材 粗骨材 1（＜15mm） 粗骨材 2（＜25mm） SP. 
0.3 132 440 814 524 524 8.8 

細骨材（木曽川水系，吸水率：1.64%，絶乾密度：2.56t/m3），SP.（ポリカルボン酸系） 
粗骨材 1（木曽川水系，吸水率：1.42%，絶乾密度：2.58t/m3），粗骨材 2（木曽川水系，吸水率：1.34%，絶乾密度：2.52t/m3）
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4. 加熱試験結果 

2 供試体の加熱試験を実施した。2 体とも各測定項目

において同様な結果となったため，本報では代表する 1

供試体の結果について記載することとする。 

4.1 爆裂現象観察 

加熱開始後 4 分程度から爆裂が開始し，10 分程度まで

継続していることが確認された。本報ではこの 4 分から

10 分までの間の現象を議論することとした。 

4.2 温度，水蒸気圧およびひずみ測定結果 

(1)各部温度 

図－3 に炉内温度測定結果を示す。炉内温度はバラツ

キも小さく，RABT 加熱曲線を良く再現できていること

が確認された。 

図－4 にコンクリート温度測定結果を示す。コンクリ

ートは爆裂現象の影響を受けて深さ方向に徐々に測定不

能になり，試験終了まで計測できたのは深さ 50mm 位置

のみで，1000℃程度まで上昇していることが確認された。 

図－5 に拘束リング温度測定結果を示す。拘束リング

温度は，爆裂現象が発生している 10 分までであれば，下

段の 25mm 位置は 75℃，上段の 75mm 位置は 25℃程度

で，80℃以下であることが確認された。これより自己温

度補償型ひずみゲージの使用温度範囲であることが確認

された。なお，最高温度は 25mm 位置で 350℃，75mm

位置で 250℃程度まで上昇していることが確認された。 

(2)水蒸気圧 

図－6 に水蒸気圧測定結果を示す。深さ 10mm および

20mm 位置の水蒸気圧は爆裂現象の開始とほぼ同時に上

昇し，最大圧力は 10mm 位置が約 0.2MPa，20mm 位置が

約 0.3MPa を示した。また，20mm 位置は 10mm 位置よ

り 1 分程度遅れて圧力が上昇していることが確認された。 

ここで，図－7 に水蒸気圧とコンクリート温度の関係

と飽和水蒸気曲線との比較を示す。Kalifa らも水蒸気圧

について，飽和蒸気圧曲線や気体の状態方程式の観点か

ら整理した結果を報告し
9)
，その関連性に着目している

が，本結果も爆裂現象の途中までは測定された水蒸気圧

は飽和蒸気圧曲線に良く整合していることが確認された。 

これは爆裂現象や熱劣化によるマイクロクラックの

影響を受けるまでは，細孔内の自由水は飽和状態を保ち，

その後，マイクロクラックの形成により水蒸気が加熱面

から放出，もしくは非加熱面側の低温部の細孔へ拡散す

ることにより，圧力低下が生じたと考えられる。よって，

水蒸気圧の大きさには温度と自由水量に加え，マイクロ

クラックの発生時期が大きく影響していると推察される。 

(3)拘束リングひずみ 

図－8 に拘束リングひずみの測定結果を示す。深さ

25mm 位置は加熱開始と同時に膨張ひずみが計測され，

加熱開始後 10 分では 500μを示した。また，75mm 位置 
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図－3 炉内温度測定結果 
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図－4 コンクリート温度測定結果 
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図－5 拘束リング温度測定結果 
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図－6 水蒸気圧測定結果 
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図－7 水蒸気圧とコンクリート温度の関係 
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図－8 拘束リングひずみ測定結果 
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では加熱開始後 3 分程度から膨張ひずみが計測され，加

熱開始後 10 分では 100μを示した。 

 (4)供試体変位 

図－9(a)に水平変位測定結果を示す。加熱により供試

体の 25mm 位置の水平方向の外径は徐々に増大し，5 分

時で 0.06mm 程度の増大量を示した。これより，コンク

リートの熱膨張を拘束リングが拘束し，コンクリートに

拘束応力（熱応力）が生じていることが確認された。 

図－9(b)に垂直変位測定結果を示す。爆裂現象が激し

くなる 6 分程度までは，コンクリートの熱膨張をリング

が拘束し，曲げ変形していることが確認された。 

 

4. 熱応力の算出 

4.1 拘束応力の算出 

拘束リングひずみ測定結果から式(3)を用いて算出し

た拘束応力と加熱時間の関係を図－10 に示す。なお，計

算には，メーカー添付の温度補正データを用いて温度補

正を行ったひずみ値を適用した。その結果，加熱開始後

10 分で，深さ 25mm は約 6MPa，深さ 75mm は 1.5MPa

の拘束応力が算出された。 

4.2 熱応力の算出 

計測された拘束応力および水蒸気圧から式(4)を用い

て熱応力を算出する。ここで，爆裂現象開始付近の応力

状態を把握するため，加熱開始後 5 分のポイントで評価

することとした。 

この 5 分時点では拘束応力が深さ 25mm 位置で 3MPa

を示しているのに対し，水蒸気圧は深さ 10mm 位置

0.1MPa，20mm 位置ではほぼゼロであり，水蒸気圧は拘

束応力に対して十分に小さいことが確認された。このた

め本報では，式(3)より熱応力は拘束応力と等しいとして

扱うこととした。また，拘束リングの拘束応力によりこ

の爆裂現象が発生しているとするとその主要因は，コン

クリートの熱膨張が拘束リングに拘束されて生じた熱応

力であるとことも確認された。 

4.3 最大熱応力の推定 

本加熱試験で計測した熱応力は，爆裂現象開始時点の

加熱開始後 5 分，深さ 25mm 位置で 3MPa となった。し

かし，より高い応力状態になっていると推察される加熱

表面付近の熱応力を把握することは爆裂現象への熱応力

の影響を確認するためにも重要である。そこで，加熱表

面付近のコンクリート温度を熱伝導解析にて求め，コン

クリート温度と熱応力は比例関係にあると仮定して加熱

表面付近の熱応力を推定することとした。また更にはそ

のコンクリート温度からコンクリートの残存強度を推定

し，熱応力との比較を試みた。 

(1)温度推定 

市販の解析ソフト(ADINA)にて 2 次元熱伝導解析を実

施し，加熱開始後 5 分での供試体のコンクリート温度の

推定を行い，コンクリート深さと温度の関係を計測値と

比較した。解析条件を表－3，解析モデルを図－11，そ

して解析結果を図－12(a)に示す。5 から 50mm 深さの解

析値は計測値に良く一致し，加熱表面のコンクリート温

度は 520℃程度と推定された。なお，解析にはコンクリ

ートおよび鋼材の熱特性にそれぞれ，ユーロコード４
10)

と日本建築学会鋼構造設計指針
11)
の値を適用した。 
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図－9 供試体変位測定結果 
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図－10 拘束応力と加熱時間の関係 

表－3 解析条件 

加熱条件 RABT30 
熱伝導率 
W/m･K 51.91-5.03・10-5・T2 

鋼材
熱容量 
J/m3･K 7.85(0.482＋7.995・10-7・T2) 

含水率％ 3.1（測定値） 
熱伝導率 
W/m･K 2-0.24(T/120)＋0.012(T/120)2 

コ
ン
ク
リ
ー
ト 

熱容量 
J/m3･K 

2300(900＋80(T/120)－
4(T/120)2) 
150（加熱面） 境界

条件

熱伝達係数

W/m2･K 断熱条件（その他） 

中心軸
↓

中心軸
↓

10
0m

m

コンクリート 142mm
拘束リング 8mm

加熱面 断熱境界  
図－11 解析モデル 
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 図－12 コンクリート深さと温度，熱応力の関係 

 

(2)熱応力推定および残存強度との比較 

コンクリート温度と熱応力は比例すると仮定し，加熱

開始後 5 分でのコンクリート深さと熱応力の関係を

25mm 位置の 3MPa，39℃条件を基に推定した結果を図－

12(b)に示す。また，ユーロコードの受熱温度と残存強度

の関係から推定した加熱表面のコンクリート残存強度も

図－12(b)に示す。これより，加熱開始後 5 分で水蒸気圧

測定の深さ 10mm 位置で発生している熱応力は 11MPa，

加熱表面は 42MPa と推定され，推定されたコンクリート

残存強度の 54MPa（500℃，常温強度×0.6）に近い値を

示すことが確認された。熱応力や残存強度の推定精度は

議論の余地があるが，本検証から高温に加熱されたコン

クリートの爆裂現象が熱応力による圧壊が主要因である

可能性が高いことが確認された。 

 

5. 加熱後の劣化状況の評価 

5.1 劣化状況評価の概要 

高温に曝されるコンクリートの耐爆裂性の評価方法

においては，加熱時の応力状態の把握の他に加熱後の残

存強度特性と劣化状況の評価方法の検討も重要である。

そこで，加熱試験に供したコンクリートの劣化状況の評

価方法として以下の検討を行った。 

5.2 爆裂規模評価 

コンクリートの爆裂規模を評価するため，加熱冷却後

の最大爆裂深さおよび爆裂深さ分布を測定した。図－12

に爆裂深さ分布，写真－1 に爆裂状況を示す。加熱後供

試体の加熱面に 20mm 角のグリッド線を描き，その交点

の非爆列面からの欠損深さ（爆裂深さ）を厚み計にて計

測した結果，最大爆裂深さは 62ｍｍとなり供試体厚みの

6 割もの断面欠損が確認された。爆裂状況や爆裂深さ分

布から供試体中央部ほど爆裂深さが大きく中央部の熱応

力が高いことが推察された。 

5.3 残存強度評価 

加熱後のコンクリートの残存強度特性を評価するた

め，φ25mm の小径コアを垂直方向（加熱面に垂直）に

中心付近から 3 本，外周部付近から 3 本，合計 6 本抜取

り，同じ深さ位置となる様，非加熱面側から高さ 40mm

程度に切断して強度特性評価用のコア供試体とした。写

真－2 に超音波伝播速度および圧縮試験測定状況を示す。

なお，超音波伝播速度は東横エルメス社製のエルソニッ

クⅡを用いて超音波伝播時間を測定し，供試体高さで除

して速度を求めた。 

含水率管理用φ50×100mm 非加熱円柱供試体を基準

として評価した結果を図－13 に示す。コア供試体は基準

供試体に対して超音波伝播速度が 10％，圧縮強度が 20％

程度の低下であった。また，中央部と外周部に顕著な差

がなく，爆裂深さ分布から推察される中央部の高い熱応

力や受熱温度の影響も残存強度からは認められなかった。 

本コア試験では，深さ方向の影響などを考慮できてい

ないことが課題として挙げられる。 
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図－13 強度特性評価結果 

   
  (a)超音波伝播速度    (b)圧縮強度 

写真－2 強度特性試験状況 

表－4 受熱温度評価結果 

フェノールフタレイン 示差熱分析 
NO. 非発色深さ 試料採取位置 ピーク 

露出面 無 
露出面から 25mm 若干有 

NO.1
～

NO.6

側面，破断面
すべて 
0mm 

非加熱面 有 

     
（側面）        （断面） 

写真－3 フェノールフタレイン噴霧状況 
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図－14 示差熱分析結果 

 

5.4 受熱温度評価 

フェノールフタレイン法と示差熱分析にてポルトラ

ンダイト（Ca(OH)2）の分解深さにより供試体コンクリ

ートの 450℃から 500℃以上の受熱温度領域の測定を行

った。強度特性評価用の小径コア 6 供試体を用い，側面

および強度試験後の断面にフェノールフタレイン１％ア

ルコール溶液を噴霧し，ポルトランダイト分解深さを測

定した。また，示差熱分析では，供試体の爆裂後の露出

面，露出面から 25mm 位置および非加熱面から試料を採

取して示差熱分析を行いポルトランダイト分解ピークの

有無にて評価を行った。測定結果を表－4 および図－14，

フェノールフタレイン法の試験状況を写真－3 に示す。 

フェノールフタレイン法では，中性化領域は認められ

なかったため受熱温度は 500℃以下と推察されるが，示

差熱分析では，露出面から 25mm 付近まではポルトラン

ダイトの分解が進み，500℃程度以上の受熱温度であるこ

とが推察され，評価方法による差が確認された。田嶋ら

の研究
12)
においても，フェノールフタレイン法での加熱

後のコンクリートの中性化深さ測定でコンクリートの最

高温度が 600℃以下の領域では中性化が認められていな

いことが報告され，分解に要する時間の影響と考察して

いる。一般的に火災加熱を受けるコンクリートの簡易的

な受熱温度推定方法として広く適用されているフェノー

ルフタレイン法であるが，より詳細な受熱温度推定によ

る劣化評価を行う場合には示差熱分析などとの併用が必

要と思われる。 

 

6. まとめ 

(1)拘束リング試験方法を適用することで，拘束応力によ

る爆裂現象を発生させながら水蒸気圧と熱応力を実測し，

爆裂現象を評価できる可能性を見出すことができた。 

(2)水蒸気圧の大きさには，温度およびコンクリート中に

存在する水量に加えマイクロクラックの発生時期が大き

く影響していると推察された。 

(3)本試験の範囲では，計測された熱応力は水蒸気圧に比

べて十分大きく爆裂の主要因であり，加熱表面付近は残

存強度と同等の熱応力が発生していることが確認できた。 

(4)更には，爆裂評価と合わせて熱劣化状況の評価として，

爆裂深さ分布，残存強度特性および受熱温度評価を実施

し，熱応力の劣化状況への影響を評価するためには，断

面欠損や深さ方向の温度分布の考慮など課題が多いこと

も確認できた。 

今後は拘束リング仕様の影響，コンクリート強度や合

成繊維添加の影響などのデータを蓄積し，熱応力が爆裂

に及ぼす影響のメカニズムの検証を進める予定である。 
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